
水環境課

浄化槽・川の国応援団担当

3083

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B44
合併処理浄化槽転換促進事業費 総務費 環境費 公害対策費 ふるさとの川再生戦略推進費

浄化槽法、埼玉県生活環境保全条例 戦略項目 10 みどりと川の再生

分野施策 040103 川の再生

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 542,731 542,731 82,411

前年額 460,320 460,320

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成24年度～ 根 拠
法 令平成27年度

平成37年度までに生活排水処理人口普及率を100％とす
るためには、合併処理浄化槽への転換促進が重要である
ことから、個人負担の軽減及び市町村支援のための補助
等を行うことで転換を促進し、公共用水域の水質改善を
図る。　
(1) 浄化槽設置整備事業費　　　 　　 202,333千円
(2) 浄化槽整備促進事業費　　　　     41,000千円
(3) 重点転換地区提案事業費　　　　　114,000千円
(4) 環境保全特別転換地区指定事業費   38,635千円
(5) 市町村整備型導入促進事業費　　  146,612千円
(6) 市町村整備型普及事業費　　　　　    151千円

(1) 事業内容
　【個人設置型への補助(1,100基)】
　　ア　浄化槽設置整備事業費　  本体・本体工事費(5人槽：11万円）、処分費6万円　202,333千円　
　　イ　浄化槽整備促進事業費　  配管費10万円　                                  41,000千円
　　ウ　重点転換地区提案事業費　配管費20万円                                 　114,000千円
　　エ　環境保全特別転換地区指定事業費　                                        38,635千円
　　　　配管費20万円＋本体・本体工事費の補助に対する市町村上乗せ額と同額
　【市町村整備型への補助(400基)】
　　オ　市町村整備型導入促進事業費　                                           146,612千円
　　　　配管費20万円、処分費10万円、本体・本体工事費の所定割合(5人槽：17万円)
　　カ　市町村整備型普及事業費　                                                   151千円

　　　　

(2) 事業計画
　　　　　　　　 平成23年度　　    平成25年度　    　平成27年度
                          平成24年度　　    平成26年度　　　　  ＊各事業について効果検証を踏まえて実施。
　　　個人設置型　　748基  1,020基  1,100基  1,100基  1,100基 　＊平成23年度は実績、平成24年度は予算
　　　(重点転換)　　286基    435基    570基    570基    570基 　＊重点転換・環境保全の基数は個人設置型の内数
　　　(環境保全)　　 70基    100基    100基    100基    100基
　　　市町村型 　  146基    280基    400基    500基    600基
　　　補助基数計    894基  1,300基  1,500基  1,600基  1,700基
(3) 事業効果
　　　個人負担の軽減により、合併処理浄化槽への転換促進が図られる。また、重点転換地区提案事業及び環境保全特別
　　転換地区指定事業において、転換への動機付けを図り転換気運が高まることで、集中的な転換を図る。
　　　さらに、市町村整備型の導入が促進されることで大幅な転換が図られ、生活排水処理人口普及率の低い市町村の底
　　上げが可能になり、生活排水処理施設整備構想の目標の実現に資する。

事業主体：市町村
負担区分：市町村　1/3
　　　　　　県　（1/3　一部10/10）
　　　　　　国　　1/3

人件費(本庁2人）　9,500千円×2人＝19,000千円

前年との
対比

― 環境部 B44 ―


	予算見積調書

